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第１号議案 平成 30年度 事業報告 

 

公益社団法人日本地震工学会定款第 7章第 35条、第 37条に基づき作成した平成 30年度事

業報告を本総会にてお諮りします。 
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平成３０年度事業報告 

 

 

平成３０年度 事業報告 

 

 

公 1 地震工学および地震防災に関する 

学術・技術・教育の振興と普及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 平成３０年４月 １日 

至 平成３１年３月３１日 

 

 

 

 

 

公益社団法人 日本地震工学会 
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第 1号議案 平成 30年度(2018年度) 事業報告 

 

日本地震工学会（JAEE）は、「地震工学および地震防災に関する学術・技術の進歩発展を

はかり、もって地震災害の軽減に貢献すること」を目的として、2001年 1 月 1 日に、東京都

港区芝 5 丁目 26 番 20 号を事務所として設立された。その後、2010 年 2 月 4 日に一般社団

法人日本地震工学会を設立（登記）し、2010 年 5 月 20 日の総会において、日本地震工学会

から一般社団法人日本地震工学会に全事業を移行した。さらに、2013年 5 月 1 日には公益社

団法人に認定され、定款第 4条に示す 7つの事業を公益事業として活動を行っている。 

2019 年 3 月末時点における会員数は、名誉会員 34 名、正会員 1078 名、学生会員 77 名、

法人会員 106団体である。2018年 4月から 2019年 3月に至る 2018 年度の本会の事業の概要

は以下のとおりである。なお、事業活動の詳細ならびに 2018 年度組織図・各委員会の委員名

簿は「2018 年度事業報告書（資料編）」として末尾に添付している。 

 

１．社員総会 

 

（１）公益社団法人日本地震工学会 第 6回社員総会の開催 

公益社団法人としての第 6回社員総会を 2018年 5月 25日（金）14：00～14：55に建築

会館ホールにおいて行った。 

田中理事が定足数 613 名に対して委任状を含む出席者は 650 名であったことを報告し、

定款第 4 章第 14 条から第 18 条に規定された総会開催の要件を満足していることが確認さ

れたため、公益社団法人日本地震工学会第 6 回社員総会の開会を宣言した。議案としては

2017 年度の事業報告と収支決算報告・監査報告、2018 年度の理事の選任、2018 年度の選

挙管理委員会委員の選任であること、また報告事項としては 2018年度の事業計画と収支予

算であることが説明された。 

定款第 15条に従って福和会長が議長となり、挨拶の後、議案の審議が行われた。 

 

第 1 号議案：2017年度事業報告（田中理事）は、出席社員全員の賛成を以って承認され

た。 

第 2 号議案：2017 年度収支決算報告（長島理事）および 2017 年度監査報告（當麻監事）

は、出席社員全員の賛成を以って承認された。 

第 3 号議案：2018年度理事の選任（福和会長）では、議長より理事候補者 8名の紹介が

あり、出席社員全員の賛成を以って承認された。 

第 4 号議案：2018年度選挙管理委員会委員の選任（福和会長）では、現委員の任期途中

の退任により、議長より委員候補者 1 名の紹介があり、出席社員全員の賛成を以って承認

された。 

また、議案の審議の後に、以下の事項が報告された。 

第 1 号報告：2018 年度事業計画（佐藤理事）では、2018 年度の事業計画について報告が

なされた。 

第 2 号報告：2018 年度収支予算（長島理事）では、2018 年度の収支予算について報告が

なされた。 
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総会終了後に臨時理事会が開催され、第一副会長として鳥井信吾氏を選任した。また福

和会長から担当理事の指名が行われた。次いで、2017 年度功績賞・功労賞の贈呈式、論文

賞および論文奨励賞の贈呈式と受賞者による記念講演を行った。最後に、当学会名誉会員

である安田進先生による特別講演「今後の市街地全体液状化対策について」を実施した。 

 

２．トピックス 

 平成 30年度におけるトピックスとしては、当学会を幹事学会とした第 15回日本地震工学

シンポジウムの開催、事業企画委員会によるシンポジウム「現代都市の複合システムにおけ

る性能設計と耐震性能評価」の実施および継続的に参画している震災対策技術展への出展が

挙げられる。それぞれの概要を以下に記す。 

 

（１）第 15回日本地震工学シンポジウム（2018年 12月）の開催 

第 15回日本地震工学シンポジウム(15JEES)を 2018年 12月 6日(木)～8日(金)に宮城県仙

台市の仙台国際センターにて開催した。15JEES は、当学会を幹事学会として、（公社）地

盤工学会、（公社）土木学会、（一社）日本機械学会、（一社）日本建築学会、（公社）

日本地震学会、（一社）地域安全学会、（一社）日本活断層学会、日本災害情報学会、日

本災害復興学会、日本自然災害学会の計 11 学会の共同主催で行われた。今回のシンポジ

ウムでは、「地震に対する社会安全を考える ―被災地の復興にみるレジリエントな未来社

会―」をテーマとして掲げ、一般論文セッション、オーガナイズドセッションのほか、プ

レナリーセッションとして基調講演、特別セッションとして 2018 年北海道胆振東部地震

調査報告を実施した。その他に技術展示および見学会も実施した。 

発表された論文は 395 編（一般論文セッション 323 編、オーガナイズドセッション 72

編）であった。また、3 日間の登録参加者数は、無料公開した基調講演の参加者などもす

べて加えると、合計 680 名であった。 

技術展示は、27 ブースを使って開催された。地震計や計測器メーカー、大手ゼネコン、

防災・地盤調査関連協会、大学や独立行政法人の研究所など 23 機関に加えて、開催に後

援頂いた東北地方整備局、仙台市および 17WCEE 開催案内のためのブースなども設けられ

た。見学会は、仙台市から企画を提供いただき、2 日目と 3 日目の午前中に開催され、延

べ 42 名が参加した。見学先としては、震災時に津波から多くの人の命を救い、現在、震

災遺構となっている荒浜小学校などを対象とした。 

また、今回から 35歳以下の方を対象に若手優秀発表者の表彰も行われることになり、15

名の方が受賞した。 

 

（２）シンポジウム「現代都市の複合システムにおける性能設計と耐震性能評価」の開催 

  昨年度に実施した南海トラフに関わるシンポジウムに引き続き、今年度も当会主催、関

連 4学会（土木学会、日本地震学会、地盤工学会、日本機械学会）共催、日本建築学会及

び防災学術連携体後援による標記シンポジウムを企画し、2019年 3月 4日に工学院大学ア

ーバンテックホールで開催した。 

平成 30 年北海道胆振東部地震では、苫東厚真火力発電所の緊急停止が、連鎖的に他の発



- 7 - 

 

電所の停止も招き、道内全域がブラックアウトする事態となった。また、同年の台風 21 号

では、関西国際空港で滑走路や電気施設等が浸水し、大規模な停電が発生するとともに、

強風に煽られたタンカーが連絡橋に衝突して連絡道路・鉄道が不通となり、複合的な施設

被災が空港機能を麻痺させるに至った。このように、現代都市が抱える様々なシステムは、

各種施設や構造物が有機的に連関して機能を発揮する複合的なものとなっており、構成施

設の被災がシステムとして想定外の機能喪失を引き起こしかねない。 

このような背景から、本シンポジウムでは地震に対する複合システムに着目し、既往の

被災経験等も踏まえながら、システムを構成する各施設の耐震基準や地震荷重の設定が複

数存在し、システム全体としての真の弱点や耐震性能が把握できていない状況や課題を、

様々なシステムを事例に取りながら共有することを目的とした。基調講演と 5題の話題提

供が行われ、総合討論においては、複合システムにおける性能設計や、個々の耐震性能評

価とシステム全体の耐震性能評価についての議論が行われた。 

 

（３）震災対策技術展・震災予防講演会 

今年度は、第 23回「震災対策技術展」横浜（2019年 2月 7日～8日）においてブース展

示を行った。当技術展では、2020 年に仙台で開催される第 17 回世界地震工学会議、およ

び 2021 年に京都で開催される第 6 回 ESG 国際シンポジウムに対する来場者の関心が高い

ことが感じられた。スケジュール等についての質問を多数いただき、用意した資料を配布

することにより対応を行った。また、横浜会場において第 9 回震災予防講演会「近年の豪

雨災害の教訓と震災予防」を開催した。 

 

３．理事会活動 

 

 日本地震工学会の活動を審議するために理事会を 6 回、正副会長会議を 2 回開催した。議

案の審議・議決を行い、本会の運営方針について懇談すると同時に、事務的事項の報告、入

退会者の承認、他学会からの共催・後援等依頼の承認を行った。なお、理事会の開催日およ

び主な議事は資料 1の事業報告書に記載している。2018 年度の理事会において実施した主な

活動は次のとおりである。 

 

（１）業務に関する報告、検討、審議・議決 

  各理事の担当する部会、委員会の活動に関する報告を行い、その内容について検討する

とともに、必要に応じて議案として挙げ、審議・議決を行った。各部会・委員会における今

年度の活動の概要については後述する。 

 

（２）規程類の制定・改定 

業務を実施するなかで、関連する規則・規程類を随時、確認し、必要に応じてその制定・

改定について議論した。理事会にて制定・改定された規則・規程類は順次学会ホームペー

ジに掲載することにしている。今年度は規則・規程類の制定・改定はなかったが、会誌編

集委員会内での規定としている会誌執筆者に対する原稿執筆料に関する規定を改定し、理

事会（2018 年 12 月 18日第 37回理事会）で承認した。 
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（３）日本地震学会との連携 

昨年度に引き続き日本地震学会との第 7 回会長懇談会を行い、両学会が連携や交流を今

後も進めていくことで一致した。特に、2019年度の大会を合同で開催するにあたり、開催

日程の考え方や運営体制などについて確認した。 

（４）防災学術連携体の活動への参画 

2011 年から約 6 年間にわたり参画してきた 30 学会の集まり「東日本大震災の総合対応

に関する学協会連絡会」の後継組織である「防災学術連携体」の活動に参画した。 

（５）地震災害対応 

以下の地震に関する情報発信を行った。 

1）2018年 6月 18 日大阪北部の地震 

（情報発信ホームページの開設、会員へのメール配信） 

2）2018年 8月 5日インドネシアの地震 

（情報発信ホームページの開設、会員へのメール配信） 

3）2018年 9月 6日北海道胆振東部地震 

（情報発信ホームページの開設、会員へのメール配信） 

4）2018年 9月 28 日インドネシア スラウェシ島の地震 

（情報発信ホームページの開設、会員へのメール配信） 

 

４．部会・委員会活動 

 

（１）総務部会 

学会事業の円滑な運営を目的に庶務に関する下記項目を実施した。 

1)社員総会の運営、効果的かつ効率的な理事会等の運営 

2)諸規則・規定類の整備の継続的実施、公益社団法人としての円滑な学会運営、各種調

整 

3)出張講義等、学会の対外活動に関する改善の検討。 

4)その他、各部会・委員会間における調整事項の支援。  

（２）会計部会 

学会の予算管理を目的とし、下記項目を実施した。 

1)2018年度決算案の策定 

2)会計士及び監事による会計監査の実施 

3)予算管理月報の管理、理事会への報告 

4)2019年度予算案策定（総務部会と合同） 

（３）会員部会 

会員情報管理、その他会員に関する諸施策、スペシャルアドバイザー委嘱等に関する検

討を行うことを目的とし、下記項目を実施した。 

1)会員入退会管理 

2)会費未納者への対応（督促状送付） 

3)会員勧誘施策の検討（資格停止者の解消、会員規則の見直し 等） 

4)スペシャルアドバイザー制度および出前講座の見直し 
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年度当初に比べ、2019 年 3 月末現在で、正会員は 26 名、学生会員は 18名、法人会員は

1社の減少となった。 

（４）広報部会 

日本地震工学会の調査・研究活動を広く社会に公開・還元するため、下記の広報活動を行

った。 

1)第 15回日本地震工学シンポジウム（仙台）に関わる広報活動 

大会開催にあたり、国土交通省・文部科学省・気象庁の記者クラブ、宮城県庁記者ク

ラブ等にプレスリリースを配布し事前周知を行った。大会当日は 6 社が取材に訪れた。 

2)日本地震工学会誌の記者クラブへの配布 

広報活動の一環として「日本地震工学会誌」№３４・３５、３６号を国土交通省・文

部科学省・気象庁の記者クラブに配布した。 

3)イベントの事前周知活動 

下記のイベントに関して、上記３記者クラブへの資料配布等の事前周知活動を実施し

た。「地域の災害レジリエンスの評価指標開発と政策シミュレーション研究委員会」成

果報告会シンポジウム／第９回震災予防講演会「近年の豪雨災害の教訓と震災予防」／

シンポジウム現代都市の複合システムにおける性能設計と耐震性能評価」 

4)その他 

新聞・テレビ等の学会に関連する報道を必要に応じてチェックした。 

（５）将来構想委員会 

1)委員会の活動の活性化を図るために、まず、当学会の将来をどのように構想するかと

いう基本的方針について、委員４名にて協議を行い、その結果に基づいて理事会や正

副会長会議において議論を深めた。 

2)以上の検討を通して、本委員会の役割は、当学会における「不変のもの」を会員に周

知するとともに、「変わっていくもの」を検討し続けることであるという共通認識を

形成した。 

3)その理念のもとに具体的な活動について検討を行い、今年は日本地震工学シンポジウ

ムでの若手優秀発表賞受賞者等の中からメンバーを募り、理事会メンバーとともに本

会の将来構想を考える懇談会の開催を企画した。 

（６）地震災害対応委員会 

本会の地震災害対応活動の企画、調整、実施等を行うことを目的に以下の活動を行った。 

1)以下の地震について、情報収集を行い、情報発信等の対応を行った。 

・2018 年 6 月 18日 大阪府北部の地震 

・2018 年 8 月 5 日 インドネシアの地震 

・2018 年 9 月 6 日 北海道胆振東部地震 

・2018 年 9月 28 日インドネシア スラウェシ島の地震 

（７）地震被害調査関連学会連絡会 

以下の活動、検討を行った。 

1)地震災害発生時の関連学会との連絡調整（メキシコ中部の地震） 

2)地震災害発生時の関連学会との協力の強化策の検討 

3)地震災害発生時の関連学会との情報共有、調査団の派遣検討等の実施 
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4)連絡会の位置づけの整理 

（８）選挙管理委員会 

次期会長候補・監事候補の同時選挙を実施した。主な実施内容は以下の通り。 

1)選挙管理委員長の選出 

2)選挙公示、投票案内 

3)立候補者の届出受理 

4)投票用紙の発送・回収 

5)開票作業、選挙結果の公表 

（９）役員候補推薦委員会 

以下の活動を実施した。 

1)役員候補推薦委員会を開催し，委員長の選出，2018 年度役員選挙（会長，監事）のた

めの推薦候補者を決定 

2)選挙管理委員会に推薦候補者の届け出を行うとともに，選挙管理委員会からの通知に

基づき，推薦立候補者に選挙結果を連絡 

3)任期の切れる委員の後任委員を推薦 

（１０）情報コミュニケーション委員会 

日本地震工学会会員に地震工学およびその周辺の学術や技術等に関する情報提供を行っ

てコミュニケーションを促進させること、および日本地震工学会の活動を広く一般に公表す

ることを目的に下記項目を実施した。 

1) JAEE Newsletter を作成し、一般向けにウェブサイトに掲載（4月、8月、12月） 

2) JAEE Newsを作成し、会員にメール配信（毎月） 

3) 行事・催し物、研究委員会活動、地震災害関連等について一般向けにウェブサイト

により情報発信（随時） 

4) サーバー管理 

（１１）会誌編集委員会 

会報「日本地震工学会誌」を編集・発行し、会員および学会外へ情報発信することを目

的に以下の 3 巻の発行を行った。 

1)日本地震工学会誌 No.34 (2018 年 6月号) の編集・発行 

特集「南海トラフ地震対策－何が見直されたのか、どう備えるか－」 

2)日本地震工学会誌 No.35 (2018 年 10月号) の編集・発行 

特集「首都直下地震－１．何が起きるのか」 

3)日本地震工学会誌 No.36 (2019 年 2月号) の編集・発行（予定） 

特集「首都直下地震－２．被害をどう把握するのか」 

（１２）事業企画委員会 

事業企画委員会 6回を実施し、主に次の活動を実施した。 

1)第 9回震災予防講演会「近年の豪雨災害の教訓と震災予防」(2019年 2月) 

2) E-ディフェンス振動台実験見学（2019 年 1 月） 

3)「現代都市の複合システムにおける性能設計と耐震性能評価」シンポジウム（2019 年

3月） 

（１３）国際委員会 
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日本地震工学会活動成果の海外ならびに海外会員（国内留学生等を含む）への情報発信な

らびに情報交流などの比較的短期的課題と国際化対応委員会と連携した中長期課題に対応

することを目的とし以下の活動を行った。 

1)海外及び外国人会員に対する英文ウェブページでの情報発信 

2)年次大会英語セッションの英文ウェブページ 

3)英文ウェブページの改訂準備:Contents の検討（継続） 

（１４）IAEE事務局支援委員会 

IAEE 設立以来 50 年日本に置かれている IAEE 事務局の活動を支援することを目的に、

NPO 国際地震工学会の記録維持、刊行物の印刷配布、役員・理事・各国代表との連絡調整、

協議運営を実施した。 

（１５）17WCEE運営委員会 

17WCEE 開催に向けて、5 回の幹事会と 4 回の運営委員会を開催した。幹事会では、運

営委員会での報告・審議事項を事前に打合せ、各専門部会の部会長をメンバーとする運営

委員会でのスムーズな会議運営を図っている。17WCEE の準備は、当初の計画に基づいて

滞りなく進捗している。幹事長と運営委員会以外では、10 月に IAEE との意見交換会（第

1回）と顧問委員会（第 2回）を実施し、IAEEとの連携、ならびに顧問委員会の委員の皆

様への準備状況を報告した。 

（１６）第 6回 ESG国際シンポジウム運営委員会 

第 6 回 ESG国際シンポジウム開催に向けて，国内運営委員会設置のための理事会・事務

局調整，強震動評価のための深部地盤モデル化手法の検証に関わる研究委員会（松島委員

長）（以下，ESG 研究委員会）において研究活動と並行して準備作業を行った．運営委員

会設置および総務部会，学術部会の委員選任と具体的な活動内容の検討・準備に入った．

2016年熊本地震を対象としたブラインドプレディクションのための現地合同観測を 1月に

実施した．2 月 7～8 日に開催される第 23 回震災対策技術展横浜においてシンポジウムの

ポスター展示および 1stサーキュラー配布を行った． 

（１７）大会実行委員会 

日本地震工学会年次大会の運営を円滑に行う事を目的とし以下の活動を行った。 

1) 次年度（2019年度）日本地震工学会大会の日本地震学会との連携開催に向け、日本地

震学会秋季大会実行委員会と共に運営上の課題に関する議論および検討を行った。  

2) 開催会場の確保等の開催に向けての準備を行った。 

（１８）日本地震工学シンポジウム運営委員会 

12月 6～8日の当シンポジウムに向けての準備を行い、開催した。概要は以下の通り。 

1)4 月にアブストラクト募集を行い、9月に論文募集を締め切り、一般発表・オーガナイ

ズドセッションあわせて 395編の論文を集めた。 

2)技術展示については，10月を締め切りとして出展者を募り，27ブース分の出展団体を

集めた。 

3)12 月 6～8日の 3日間で仙台国際センターにて 680 名の参加者を得て，無事，シンポジ

ウムを開催することができた。 

4)開催までに 2 回の運営委員会を開催して準備を進め，最終運営委員会では．次回への

申し送り事項をまとめた。 
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（１９）論文集編集委員会 

日本地震工学会論文集の編集と発刊を行う事を目的に以下の活動を行った。 

1)定期論文集の発刊（5月, 8 月, 11 月, 2月） 

2)英文化論文集の発刊（6 月, 12月） 

3)2018 年奨励賞候補者の選考と推薦 

4)2018 年論文賞候補者の推薦 

5)論文投稿審査システム ScholarOneの運用 

6)日本地震工学シンポジウム特集号の受付・審査 

（２０）研究統括委員会 

地震工学分野の調査・研究を進展させ、調査・研究成果を広く国内外に還元して社会の

地震防災性向上に貢献する活動を行った。 

1)既設の４研究委員会のフォロー。 

2)メールニュース等による新規研究委員会の企画案、および若手会員を中心とした研究

委員会の募集 

（２０－１）強震動評価のための深部地盤モデル化手法の検証に関わる研究委員会（2017年

4月～2019 年 3月） 

以下の活動を行った。 

1)深部地盤構造のモデル化手法を検証し、最適化につなげるための検証方法について検

討した。 

2)同一地点における深部地盤構造のモデル化手法の比較検討を行うため、熊本市におい

て合同観測を行った。 

3)異なるモデル化手法により同定される深部地盤構造モデルおよび強震動特性の評価

方法について検討した。 

4)国際 ESG委員会と協働して、ESG6国際シンポジウムの準備を行った 

5)ESG6国際シンポジウムで行うブラインドプレディクションの開催要項について議論

を行った。 

（２０－２）各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会（2015年 4月～2019年 3月） 

構造物に作用する様々な津波荷重の評価手法に関して，東日本大震災を受けて実施され

た実験や数値計算による知見を整理し体系化することを目的に以下の活動を行った。 

1)成果報告会(2/27)を開催し、津波荷重評価技術のあり方について講演した。 

2)地震・津波の記録が残る対馬において津波対策を視察した。 

成果報告会では、津波荷重の心得として、当該委員会における活動の起点となるものに

ついて紹介するとともに、これまでの津波荷重に対する知見を整理したものを発表した。

発表は、松冨委員を中心とし、委員で行った。 

（２０－３）原子力発電所の地震安全の基本原則に関わる研究委員会（2016 年 4月～2019年

3月） 

2017年度までの活動成果を踏まえ、親委員会のもとに設置した 3つのWG（WG1: 地震

安全基本原則 WG、WG2: 発電所システム性能 WG、WG3: 地震ハザード WG）を 2 つの

WG（編集 WG、活用 WG）に改組し、「原子力発電所の地震安全原則」の公表、及び、

報告書案作成の作業を行った。また、12月に開催された日本地震工学シンポジウムにおい
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て OSを企画し、シンポジウム参加者と原則案に関する意見交換の場を設けた。 

（２０－４）大規模津波からの避難における諸課題に対する工学的検討手法およびその活用

に関する研究委員会（2018 年 4月～2020年 3月） 

高知県の自治体（中土佐町及び須崎市）の避難訓練においてドローン等を利用して避難

に関わる実データを収集した。当該自治体を対象に、津波避難シミュレーションを実施し、

その結果を踏まえて中土佐町住民と勉強会を行うことにより避難シミュレーションの活

用方法について検討を進めた。避難に関わる既往の研究の文献調査として避難経路選択、

避難開始時間、避難阻害要因、過去の経験の有無（動機付け）の４つの要因に関してどの

ような取り扱い方をしているのかをまとめた。 

（２１）東日本大震災合同報告書編集委員会 

本委員会は 8 学会合同による「東日本大震災合同調査報告書」の刊行のために本学会に

設置された委員会であり，1)この枠組みの中で日本地震工学会が幹事学会としてとりまと

めを担当した 2 冊の報告書を刊行すると同時に，2)日本地震工学会を代表して 8 学会合同

調査報告書編集委員会において 28 編の報告書を刊行させるための議論に参画する役割を

負っている。上記 1)については，すでに 2014 年 1 月に「共通編 1 地震・地震動」，2015

年 1 月に「原子力編」を刊行した。上記 2)については、8 学会合同報告会を 2 回にわたっ

て開催すると同時に、平成 31 年 2月現在、28編中 24 編が刊行され、残りの建築編 6は平

成 31 年 2 月、土木編 7 と建築編 11は平成 31年 3 月、土木編 8 は平成 31 年 6 月に刊行予

定となっている。 

（２２）会長特別委員会：地域の災害レジリエンスの評価指標開発と政策シミュレーション研究委

員会（2015 年 4月～2018 年 5月） 

3 年間の活動成果を最終報告書として取りまとめ、成果報告会を開催した。また、JAEE

のWEBサイトに成果等を公開した。 

（２３）表彰委員会 

各選考委員会から推薦された候補（功績賞 2 件、功労賞 1 件、論文賞 1 件、論文奨励賞

2件）について審議の上、全案件を受賞対象として承認した。全案件について第 38回理事

会において承認された。 

 

５．他学会との交流 

 本会の目的に沿った事業活動の一環として、関連学協会との共催事業 7件、後援事業 20件、

協賛事業 10件承認した。具体的な内容は 2018年度事業報告書（資料編）に記載する。 
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第２号議案 平成 30年度 決算報告 

 

公益社団法人日本地震工学会定款第 7章第 35条、第 37条に基づき作成した平成 30年度収

支報告を本総会にてお諮りします。 





        負債及び正味財産合計 33,753,930 34,733,208 -979,278

        （う ち 特 定 資  産  へ の 充 当 額） 14,295,467 15,345,467 -1,050,000

        正味財産合計 33,663,874 33,358,992 304,882

        （う ち 特 定 資  産  へ の 充 当 額） 4,720,749 4,720,749 0

  ２．一般正味財産 28,943,125 28,638,243 304,882

          寄           付           金 4,720,749 4,720,749 0

        指定正味財産合計 4,720,749 4,720,749 0

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

        流動負債合計 90,056 1,374,216 -1,284,160

        負債合計 90,056 1,374,216 -1,284,160

          預           り           金 50,056 35,936 14,120

          リ     ー      ス      債     務 0 1,259,280 -1,259,280

  １．流動負債

          前           受           金 40,000 79,000 -39,000

        資産合計 33,753,930 34,733,208 -979,278

Ⅱ　負債の部

        その他固定資産合計 726,770 2,045,585 -1,318,815

        固定資産合計 19,742,986 22,111,801 -2,368,815

          リ    ー     ス     資    産 0 1,259,280 -1,259,280

          敷                          金 726,768 726,768 0

          什       器        備        品 2 2 0

          無  形   固   定   資  産 0 59,535 -59,535

        特定資産合計 19,016,216 20,066,216 -1,050,000

    (3) その他固定資産

          ６ 学 会 地 震  災  害 積 立 金 3,500,000 3,500,000 0

          日本地震工学シンポジウム積立金 8,880,160 7,930,160 950,000

          地 震 災 害 調  査  積 立 金 1,890,000 1,890,000 0

          事 　業 　運 　営 　積　立 金 400,000 400,000 0

    (2) 特定資産

          特  別  事   業   積   立  金 4,346,056 6,346,056 -2,000,000

        流動資産合計 14,010,944 12,621,407 1,389,537

  ２．固定資産

          前           払           金 344,200 171,616 172,584

          貯           蔵           品 396,294 396,294 0

          現金預金 13,195,450 11,875,497 1,319,953

          未           収           金 75,000 178,000 -103,000

Ⅰ　資産の部

  １．流動資産

貸借対照表
平成31年 3月31日現在

公益社団法人　日本地震工学会

一般会計 （単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減



            委           託           費 877,392 935,388 -57,996

            雑                        費 0 9,342 -9,342

            印     刷      製      本     費 1,101,600 1,149,982 -48,382

            講       師        謝        金 200,270 0 200,270

            旅     費      交      通     費 221,944 348,638 -126,694

            通     信      運      搬     費 733,464 637,266 96,198

          会     誌      事      業     費 3,148,710 3,080,616 68,094

            会           議           費 14,040 0 14,040

            旅     費      交      通     費 104,492 182,800 -78,308

            委           託           費 2,043,482 551,652 1,491,830

            雑                        給 0 1,083,520 -1,083,520

            会           議           費 15,660 11,880 3,780

        事              業              費 21,153,727 11,749,935 9,403,792

          論     文      事      業     費 2,163,634 1,829,852 333,782

        経常収益計 31,865,803 22,973,761 8,892,042

    (2) 経常費用

          受       取       利        息 248 217 31

          そ   の    他    雑    収   益 509,960 42,000 467,960

        受     取      寄      付     金 193,000 219,000 -26,000

        雑              収              益 510,208 42,217 467,991

          交　  流     会     収     益 145,000 0 145,000

          そ   の    他     雑     収    益 25,000 0 25,000

          展   示    出    展    収   益 2,400,000 0 2,400,000

          参     加      費      収     益 9,482,800 0 9,482,800

        ＪＥＥＳ シンポジウム 事 業 収 益 12,542,800 0 12,542,800

          補     助      金      収     益 490,000 0 490,000

          参     加      費      収     益 0 1,368,000 -1,368,000

          交     流      会      収     益 0 114,000 -114,000

        年  次  大   会   事   業  収  益 0 2,602,000 -2,602,000

          展   示    出    展    収   益 0 1,120,000 -1,120,000

          参     加      費      収     益 550,000 895,000 -345,000

          そ   の    他    雑    収   益 93,540 122,440 -28,900

          広       報        収        益 270,000 220,000 50,000

        企   画    事    業    収   益 643,540 1,017,440 -373,900

          資   料    頒    布    収   益 278,955 693,204 -414,249

          調   査    研    究    収   益 367,300 903,900 -536,600

        一   般    事    業    収   益 2,653,255 3,570,104 -916,849

          論   文   投   稿   料   収   益 1,737,000 1,753,000 -16,000

          正     会      員      会     費 10,741,000 10,880,000 -139,000

          法   人    会    員    会   費 4,540,000 4,610,000 -70,000

          正   会    員    入    会   金 42,000 33,000 9,000

        受        取         会         費 15,281,000 15,490,000 -209,000

    (1) 経常収益

        受     取      入      会     金 42,000 33,000 9,000

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

正味財産増減計算書
平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日まで

公益社団法人　日本地震工学会

一般会計 （単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減



科        目 当年度 前年度 増  減

          給       料        手        当 4,160,059 4,421,641 -261,582

            雑                        費 6,785,127 23,785 6,761,342

        管              理              費 10,407,194 11,155,656 -748,462

            印     刷      製      本     費 92,178 0 92,178

            会     場      賃      借     料 3,295,010 0 3,295,010

            会           議           費 30,780 60,210 -29,430

            旅     費      交      通     費 154,110 401,600 -247,490

            雑                        費 0 753,300 -753,300

          ＪＥＥＳ シンポジウム 事 業 費 10,357,205 485,595 9,871,610

            会     場      賃      借     料 0 396,432 -396,432

            交       流        会        費 0 250,000 -250,000

            会           議           費 0 176,410 -176,410

            印     刷      製      本     費 0 351,432 -351,432

            雑                        費 0 19,872 -19,872

          年  次  大   会   事  業  費 0 1,927,574 -1,927,574

            サ  ー  バ   ー   関  連  費 480,479 446,785 33,694

            委           託           費 567,911 465,264 102,647

            会           議           費 44,280 34,560 9,720

            旅     費      交      通     費 47,800 43,900 3,900

            通     信      運      搬     費 0 2,160 -2,160

          Ｉ     Ｔ      事      業     費 1,140,470 1,010,381 130,089

            他　団　体  共  催  事 業 費 37,452 103,408 -65,956

          特  別  調   査   事  業  費 0 2,160 -2,160

            講       師        謝        金 133,640 100,230 33,410

            雑                        費 31,716 44,092 -12,376

            印     刷      製      本     費 172,098 325,340 -153,242

            会     場      賃      借     料 71,712 241,920 -170,208

            旅     費      交      通     費 194,688 338,993 -144,305

            通     信      運      搬     費 0 4,634 -4,634

          企       画        事        業       費 669,836 1,165,637 -495,801

            会           議           費 28,530 7,020 21,510

            通     信      運      搬     費 0 10,080 -10,080

            印     刷      製      本     費 94,163 317,457 -223,294

            会           議           費 7,020 37,000 -29,980

            旅     費      交      通     費 58,380 27,820 30,560

            期     末      棚      卸     高 0 -396,294 396,294

          表   彰   関    係   事  業  費 159,563 392,357 -232,794

            地  震  災  害  対  応  委 員 会 928 50,100 -49,172

            期     首      棚      卸     高 0 400,850 -400,850

            講       師        謝        金 0 55,685 -55,685

            雑                        費 20,270 0 20,270

            印     刷      製      本     費 112,756 334,780 -222,024

            会     場      賃      借     料 86,616 210,459 -123,843

            会           議           費 283,392 195,019 88,373

            旅     費      交      通     費 557,212 405,726 151,486

            １  ７  Ｗ  Ｃ  Ｅ  Ｅ  関 連 費 2,153,135 291,308 1,861,827

          調   査   研    究    事   業   費 1,061,174 1,256,325 -195,151

          国   際   交   流   事   業   費 2,453,135 591,308 1,861,827

            Ｉ  Ａ  Ｅ   Ｅ   支  援  費 300,000 300,000 0

          広     報      事      業     費 0 8,130 -8,130

            旅     費      交      通     費 0 8,130 -8,130



科        目 当年度 前年度 増  減

          指定正味財産期末残高 4,720,749 4,720,749 0

          一般正味財産期末残高 28,943,125 28,638,243 304,882

Ⅲ　正味財産期末残高 33,663,874 33,358,992 304,882

          当期指定正味財産増減額 0 0 0

          指定正味財産期首残高 4,720,749 4,720,749 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期一般正味財産増減額 304,882 68,170 236,712

          一般正味財産期首残高 28,638,243 28,570,073 68,170

          当期経常外増減額 0 0 0

        固   定   資    産    除   却   損 1,058,940 0 1,058,940

        経常外費用計 1,058,940 0 1,058,940

    (2) 経常外費用

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

　　　　債務免除益 1,058,940 0 1,058,940

        経常外収益計 1,058,940 0 1,058,940

          評価損益等計 0 0 0

          当期経常増減額 304,882 68,170 1,335,652

          評価損益等調整前当期経常増減額 304,882 68,170 1,335,652

            雑                        費 291,670 367,866 -76,196

        経常費用計 31,560,921 22,905,591 8,655,330

          税     理      士      報     酬 551,448 544,158 7,290

          会     員      関      連     費 304,586 301,627 2,959

          租        税         公         課 141,460 44,310 97,150

          事  務  機   器   リ   ー  ス  料 347,328 152,928 194,400

          消        耗         品         費 410,610 501,154 -90,544

          賃              借              料 1,923,673 1,920,096 3,577

          選     挙      管      理     費 260,264 12,960 247,304

          役  員  推   薦   関  係  費 62,220 0 62,220

            印     刷      製      本     費 77,328 158,803 -81,475

            会     場      賃      借     料 278,640 0 278,640

            会           議           費 153,576 411,372 -257,796

            旅     費      交      通     費 56,080 0 56,080

            旅     費      交      通     費 586,820 1,006,600 -419,780

          総             会             費 565,624 570,175 -4,551

          理   事    会    会    議    費 855,939 1,520,940 -665,001

            会           議           費 269,119 514,340 -245,221

          通     信      運      搬     費 272,249 181,693 90,556

          減     価      償      却     費 259,875 598,324 -338,449

          法     定      福      利     費 189 17,784 -17,595



法人名：公益社団法人日本地震工学会

Ⅰ一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

（1）経常収益

　基本財産運用益 0 0 0

      基本財産利息 0 0 0

　受取入会金 21,000 21,000 42,000

　　正会員入会金 21,000 21,000 42,000

　受取会費 7,640,500 7,640,500 15,281,000

　　正会員会費 5,370,500 5,370,500 10,741,000

　　法人会員会費 2,270,000 2,270,000 4,540,000

　事業収入 2,653,255 0 2,653,255

　　論文投稿料収益 1,737,000 0 1,737,000

　　資料頒布収益 278,955 0 278,955

　　調査研究収益 367,300 0 367,300

　　広報収益 270,000 0 270,000

　企画事業収益 643,540 0 643,540

　　参加費等 643,540 0 643,540

　15JEES事業収益 12,542,800 0 12,542,800

　　参加費等 12,542,800 0 12,542,800

　受取寄付金 96,500 96,500 193,000

　　学生会員会費 96,500 96,500 193,000

　雑収益 510,208 0 510,208

　　受取利息 248 0 248

　  17WCEE広報資材JNTO負担金 471,960 0 471,960

　　雑収益 38,000 0 38,000

　　経常収益計 24,107,803 7,758,000 31,865,803

（2）経常費用

　事業費 28,652,389 0 28,652,389

　　給料手当 3,744,053 0 3,744,053

　　会議費 527,482 0 527,482

    旅費交通費 1,477,926 0 1,477,926

　　諸謝金費 333,910 0 333,910

　　通信運搬費 978,488 0 978,488

　　減価償却費 129,938 0 129,938

　　賃借料 1,731,306 0 1,731,306

　　会場賃借料 158,328 0 158,328

　　地震災害対応委員会 928 0 928

　　IAEE支援費 300,000 0 300,000

　　17WCEE関連費 2,153,135 0 2,153,135

　　15JEES事業費 10,357,205 10,357,205

  　他団体共催事業費 37,452 0 37,452

　　印刷製本費 1,480,617 0 1,480,617

公益目的事業会計
（公1事業）

平成30年度正味財産増減計算書内訳表
平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月31日まで

科　　　　目 法人会計 合計



公益目的事業会計
（公1事業）

科　　　　目 法人会計 合計

　　委託費 3,488,785 0 3,488,785

　　税理士報酬 275,724 0 275,724

　　ｻｰﾊﾞｰ関連費 480,479 0 480,479

    リース料 312,595 0 312,595

　　消耗品費 369,549 0 369,549

　　雑費 314,489 0 314,489

　管理費 0 2,908,532 2,908,532

　　給料手当 0 416,006 416,006

　　法定福利費 0 189 189

　　会議費 0 134,559 134,559

　　旅費交通費 0 293,410 293,410

　　通信運搬費 0 27,225 27,225

　　減価償却費 0 129,937 129,937

　　賃借料 0 192,367 192,367

　　消耗品費 0 41,061 41,061

    リース料 0 34,733 34,733

　　総会費 0 565,624 565,624

　　選挙管理費 0 260,264 260,264

　　役員推薦委員会費用 0 62,220 62,220

　　租税公課 0 141,460 141,460

　　会員関連費 0 304,586 304,586

　　税理士報酬 0 275,724 275,724

　　雑費 0 29,167 29,167

　経常費用計 28,652,389 2,908,532 31,560,921

　評価損益等調整前当期経常増減額 -4,544,586 4,849,468 304,882

　基本財産評価損益等 0 0 0

　特定資産評価損益等 0 0 0

　投資有価証券評価損益等 0 0 0

　評価損益等計 0 0 0

　　当期経常増減額 -4,544,586 4,849,468 304,882

2.経常外増減の部

（1）経常外収益 0 0 0

   債務免除益 1,058,940

　 経常外収益計 0 0 1,058,940

（2）経常外費用 0 0 0

　 固定資産除却損 0 0 1,058,940

　 経常外費用計 0 0 1,058,940

   当期経常外増減額 0 0 0

    当期一般正味財産増減額 -4,544,586 4,849,468 304,882

    一般正味財産期首残高   28,638,243

　   一般正味財産期末残高   28,943,125

Ⅱ指定正味財産増減の部

　  一般正味財産への振替額 0 0 0

　  当期指定正味財産増減額 0 0 0

    指定正味財産期首残高 4,720,749 0 4,720,749



公益目的事業会計
（公1事業）

科　　　　目 法人会計 合計

　  指定正味財産期末残高 4,720,749 0 4,720,749

Ⅲ　正味財産期末残高   33,663,874



            会     議      費      支     出 373,200 283,392 89,808

            １ ７ Ｗ Ｃ Ｅ Ｅ  関 連 支 出 2,400,000 2,153,135 246,865

          調 査 研 究 事 業 費   支  出 1,739,020 1,061,174 677,846

            委     託      費      支     出 50,000 0 50,000

            Ｉ  Ａ  Ｅ  Ｅ    支   援   費 300,000 300,000 0

          国  際  交  流  事  業  費  支  出 2,790,540 2,453,135 337,405

            会     議      費      支     出 40,540 0 40,540

            講    師    謝    金    支   出 250,000 200,270 49,730

            委     託      費      支     出 1,362,000 877,392 484,608

            通   信   運    搬    費   支   出 474,000 733,464 -259,464

            印   刷   製    本    費   支   出 1,230,000 1,101,600 128,400

            会     議      費      支     出 91,200 14,040 77,160

            旅   費   交    通    費   支   出 271,600 221,944 49,656

            委     託      費      支     出 2,084,033 2,043,482 40,551

          会   誌   事    業    費   支   出 3,678,800 3,148,710 530,090

            会     議      費      支     出 16,660 15,660 1,000

            旅   費   交    通    費   支   出 202,000 104,492 97,508

        事      業       費       支      出 23,199,708 21,153,727 2,045,981

          論   文   事    業    費   支   出 2,302,693 2,163,634 139,059

  ２．事業活動支出

          そ    の     他     雑     収    入 40,000 509,960 -469,960

        事業活動収入計 33,022,300 31,865,803 1,156,497

        雑              収              入 40,300 510,208 -469,908

          受    取     利     息     収    入 300 248 52

          そ    の     他     雑     収    入 0 57,800 -25,000

        寄      付       金       収      入 300,000 193,000 107,000

          補　　　助　　　金     収    入 500,000 490,000 2,462,200

          交　　　流      会      収     入 470,000 349,000 -145,000

　　　　　論 文 投 稿 料・参 加 費 収 入 8,975,000 9,246,000 -490,000

          展    示     出     展     収    入 2,000,000 2,400,000 -2,400,000

          そ    の     他     雑     収    入 0 93,540 -93,540

        ＪＥＥＳ シンポジウム 事 業 収 入 11,945,000 12,542,800 -597,800

        企    画     事     業     収    入 227,000 643,540 -416,540

          参     加      費      収     入 227,000 550,000 -323,000

          調    査     研     究     収    入 1,355,000 367,300 987,700

          広        報         収         入 250,000 270,000 -20,000

          論   文   投    稿    料   収   入 2,475,000 1,737,000 738,000

          資    料     頒     布     収    入 750,000 278,955 471,045

          法  人  会   員   会   費  収  入 4,640,000 4,540,000 100,000

        一    般     事     業     収    入 4,830,000 2,653,255 2,176,745

        会        費         収         入 15,640,000 15,281,000 359,000

          正   会   員    会    費   収   入 11,000,000 10,741,000 259,000

        入     会      金      収     入 40,000 42,000 -2,000

          正  会  員   入   会   金  収  入 40,000 42,000 -2,000

Ⅰ　事業活動収支の部

  １．事業活動収入

収支計算書
平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日まで

公益社団法人　日本地震工学会

一般会計 （単位:円）

科        目 予算額 決算額 差  異



科        目 予算額 決算額 差  異

          会   員   関   連   費   支   出 283,000 304,586 -21,586

          雑            支             出 300,000 291,670 8,330

          租    税     公     課     支    出 98,232 141,460 -43,228

          機  器  リ   ー   ス   料  支  出 150,000 347,328 -197,328

          消    耗    品     費     支    出 578,000 410,610 167,390

          賃     借      料      支     出 1,950,000 1,923,673 26,327

          選   挙   管    理    費   支   出 315,000 260,264 54,736

          役   員   推    薦    委   支   出 60,000 62,220 -2,220

            旅   費   交    通    費   支   出 0 56,080 -56,080

            印   刷   製    本    費   支   出 100,000 77,328 22,672

          総     会      費      支     出 540,000 565,624 -25,624

            会     議      費      支     出 440,000 432,216 7,784

            会     議      費      支     出 438,360 269,119 169,241

            旅   費   交    通    費   支   出 723,000 586,820 136,180

          税     理      士      報     酬 550,000 551,448 -1,448

          理  事  会  会  議  費  支  出 1,161,360 855,939 305,421

          法  定  福   利   費  支  出 15,000 189 14,811

          通  信  運   搬   費  支  出 200,000 272,249 -72,249

        管     理      費      支     出 11,050,592 10,147,319 903,273

          給   料    手    当    支   出 4,850,000 4,160,059 689,941

            会 場 使 用 料・設 営 費 支 出 4,244,000 4,591,010 -347,010

            雑             支             出 1,430,000 1,078,513 351,487

            印   刷   製    本    費   支   出 150,000 92,178 57,822

　　　　　　委　　託　　費　　支　　出 4,232,000 4,410,614 -178,614

          ＪＥＥＳ シンポジウム 事 業 費支出 10,773,000 10,357,205 415,795

            会     議      費      支     出 717,000 184,890 532,110

            サ ー  バ  ー  関  連  費  支 出 510,000 480,479 29,521

            委     託      費      支     出 495,000 567,911 -72,911

            会     議      費      支     出 45,000 44,280 720

            旅   費   交    通    費   支   出 80,000 47,800 32,200

            会     議      費      支     出 30,000 0 30,000

          Ｉ   Ｔ   事    業    費   支   出 1,130,000 1,140,470 -10,470

            他  団  体  共  催  事  業　費 155,000 37,452 117,548

          特　別　調　査　事　業  費　支  出 30,000 0 30,000

            講    師    謝    金    支   出 50,115 133,640 -83,525

            雑             支             出 40,000 31,716 8,284

            印   刷   製    本    費   支   出 54,000 172,098 -118,098

            会   場   使    用    料   支   出 0 71,712 -71,712

            会     議      費      支     出 50,000 28,530 21,470

            旅   費   交    通    費   支   出 95,000 194,688 -99,688

            印   刷   製    本    費   支   出 251,000 94,163 156,837

          企   画   事    業    費   支   出 444,115 669,836 -225,721

            会     議      費      支     出 60,540 7,020 53,520

            旅   費   交    通    費   支   出 0 58,380 -58,380

            地  震  災  害  対  応  委  員  会 19,820 928 18,892

          表  彰  関  係  事  業  費  支  出 311,540 159,563 151,977

            講    師    謝    金    支   出 100,000 0 100,000

            雑             支             出 0 20,270 -20,270

            印   刷   製    本    費   支   出 710,000 112,756 597,244

            会   場   使    用    料   支   出 80,000 86,616 -6,616

            旅   費   交    通    費   支   出 456,000 557,212 -101,212



科 目 予算額 決算額 差  異

財務活動支出計 0 0 0

財務活動収支差額 0 1,058,940 -1,058,940

当期収支差額 0 2,673,697 -2,673,697

前期繰越収支差額 10,850,897 10,850,897 0

次期繰越収支差額 10,850,897 13,524,594 -2,673,697

  ２．財務活動支出

Ⅲ　財務活動収支の部

  １．財務活動収入

債務免除益 0 1,058,940 -1,058,940

財務活動収入計 0 1,058,940 -1,058,940

投資活動支出計 1,172,000 950,000 222,000

投資活動収支差額 1,228,000 1,050,000 178,000

特  定  資  産  取  得  支  出 1,172,000 950,000 222,000

ＪＥＥＳシンポジウム積立金取得支出 1,172,000 950,000 222,000

  ２．投資活動支出

投資活動収入計 2,400,000 2,000,000 400,000

特  定  資  産  取  崩  収  入 2,400,000 2,000,000 400,000

特 別 事 業 積 立 預 取 崩 収 入 2,400,000 2,000,000 400,000

Ⅱ　投資活動収支の部

  １．投資活動収入

事業活動支出計 34,250,300 31,301,046 2,949,254

事業活動収支差額 -1,228,000 564,757 -1,792,757



公益社団法人　日本地震工学会

     正味財産 33,663,874

   流動負債合計 90,056

     負債合計 90,056

  (流動負債)

  預り金 源泉徴収税 50,056

前受金 平成31年度会費前納分 40,000

     資産合計 33,753,930

  什器備品 固定資産台帳のとおり 2

  敷金 建築会館 726,768

その他固定資産

   固定資産合計 19,742,986

      指定正味財産 三菱UFJ田町支店　普通　No.0600423 4,720,749

      一般正味財産 三菱UFJ田町支店　普通　No.0600423 4,159,411

  日本地震工学シンポ 8,880,160

ジウム積立金

  6学会地震災害積立金 一般正味財産 6学会共通国内外の災害対応事業 3,500,000

      三菱UFJ田町支店　普通　No.0491639

  事業運営積立金 一般正味財産 本会の運営に対応する事業 400,000

      三菱UFJ田町支店　普通　No.0125212

  地震災害調査積立金 一般正味財産 地震災害の緊急対応事業 1,890,000

      三菱UFJ田町支店　普通　No.0125194

  特別事業積立金 一般正味財産 地震防災の軽減と社会の安全性貢献事業4,346,056

      三菱UFJ田町支店　普通　No.0125209

  (固定資産)

    特定資産

  貯蔵品 174冊 耐津波工学報告書 396,294

   流動資産合計 14,010,944

  未収金 論文投稿料 75,000

No.00100-9-607207

  前払金 建築会館 総会会場予約金、消費税対応会計ｿﾌﾄ 344,200

      普通　No.0103167

  ゆうちょ銀行 郵便振替口座 5,177,234

  現金 手元保管 運転資金として 25,519

  預金 普通預金 三菱UFJ田町支店 7,992,697

財産目録
平成31年 3月31日現在

一般会計 （単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  (流動資産)



公益社団法人　日本地震工学会
   償却資産全体 　　自：平成３０年  ４月　１日

　　　　　   　至：平成３１年  ３月３１日
(方法)  取得 圧縮記帳額等  償却の基礎額 耐用  償却 特別償却額

 種別  資　産　名（細目）  年月 取 得  価 額 期首簿価(期増)  簿　価　減 年数 償却率  月数 普通償却額 当期償却額 期 末 簿 価 　摘　　　要

定率 1  (一社)日本地震工学会より受入

2 液晶プロジェクター 22.06.08 13,812 1 2 1.000 12  0 1 償却済

定率 1  (一社)日本地震工学会より受入

2 収納家具一式 22.06.08 39,289 1 2 1.000 12  0 1 償却済

定額 無形固定資産 4,998,840  

1 総会出欠web化ｿﾌﾄ 24.03.25 4,998,840 0 5 0.200 12  0 0 0 償却済

定額 無形固定資産 840,000  

1 会員管理システム機能追加24.12.04 840,000 0 5 0.200 12  0 0 0 償却済

定額 無形固定資産 714,420  

1 年次大会論文投稿システム25.09.04 714,420 59,535 5 0.200 12  59,535 59,535 0 償却済

 0  

0.000  0 0 0   

均等 リース資産 658,260  月28,620　ﾘｰｽ債務と一致させる

11 複合機 28.11.24 1,717,200 1,259,280 1,058,940 5 0.200 7  200,340 200,340 0 除却　H30年10月

定率 0  

3 0.000  0 0 0   

定額 0  

1 0.000  0 0 0   

 0  

0.000  0 0 0   

 0  

0.000  0 0 0   

 0  

0.000  0 0 0   

 0  

0.000  0 0 0   

 0

0.000  0 0 0   

 7,211,522

合　　計 8,323,561 1,318,817 1,058,940 259,875 259,875 2

減 価 償 却 費
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財務諸表に対する注記 

平成 31 年 3 月 31 日 

1.重要な会計方針 

「公益法人会計基準」による会計処理を採用している。 

 (1) 固定資産の減価償却の方法 

1）什器備品については定率法を採用している。 

2）無形固定資産については定額法を採用している。 

 (2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式を採用している。 

 

2.特定資産の増減額及びその残高 

 特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

 特別事業積立金 

 地震災害調査積立金 

 事業運営積立金 

 6学会地震災害積立金 

 日本地震工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

 

6,346,056 

1,890,000 

400,000 

3,500,000 

7,930,160 

 

0 

0 

0 

0 

950,000 

 

2,000,000 

0 

0 

0 

0 

 

4,346,056 

1,890,000 

400,000 

3,500,000 

8,880,160 

合 計 20,066,216 950,000 2,000,000 19,016,216 
 

 

 

3.特定資産の財源等の内訳 

 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 当期末残高 
（うち指定正
味財産からの
充当額） 

（うち一般正
味財産からの
充当額） 

（うち負債に
対応する額） 

特定資産 

特別事業積立金 

 地震災害調査積立金 

 事業運営積立金 

 6学会地震災害積立金 

 日本地震工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

 

4,346,056 

1,890,000 

400,000 

3,500,000 

8,880,160 

 

0 

0 

0 

0 

4,720,749 

 

4,346,056 

1,890,000 

400,000 

3,500,000 

4,159,411 

 

0 

0 

0 

0 

0 

合計 19,016,216 4,720,749 14,295,467 0 
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4．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

什器備品 

無形固定資産 

53,101 

6,553,260 

53,099 

6,553,260 

2 

0 

合計 6,606,361 6,606,359 2 

    （注）リース資産については平成 30年 10月に除却 



科　　　　目 H30年度予算(A) 決算案(B) 増　減(A-B) 備　　考 科　　　　目 H30年度予算(A) 決算案(B) 増　減(A-B) 備　　考
　特別調査事業費支出 30,000 0 30,000
　会議費等支出 30,000 0 30,000

　入会金収入 40,000 42,000 -2,000 　印刷製本費支出 0 0 0
　正会員入会金収入 40,000 42,000 -2,000 　ＩＴ事業費支出 1,130,000 1,140,470 -10,470
　会費収入 15,640,000 15,281,000 359,000 　会議費支出 45,000 44,280 720
　正会員会費収入 11,000,000 10,741,000 259,000 　旅費交通費支出 80,000 47,800 32,200
　学生会員会費収入 0 　サーバー関連費支出 510,000 480,479 29,521
　法人会員会費収入 4,640,000 4,540,000 100,000 　委託費支出 495,000 567,911 -72,911
　一般事業収入 4,830,000 2,653,255 2,176,745 　15JEE事業費支出 10,773,000 10,357,205 415,795
　論文投稿料収入 2,475,000 1,737,000 738,000 　会議費支出 717,000 184,890 532,110
　調査研究収入 1,355,000 367,300 987,700 　印刷製本費支出 150,000 92,178 57,822
　資料頒布収入 750,000 278,955 471,045   委託費支出 4,232,000 4,410,614 -178,614
　広報収入 250,000 270,000 -20,000 学会誌広告掲載収入 　会場使用料･設営費支出 4,244,000 4,591,010 -347,010
　企画事業収入 227,000 643,540 -416,540   交流会費支出 500,000 254,000 246,000
　参加費等収入 227,000 643,540 -416,540 　雑支出 930,000 824,513 105,487
 15JEES事業収入 11,945,000 12,542,800 -597,800 2018年12月開催(仙台) 0
  論文投稿料･参加費収入 8,975,000 9,246,000 -271,000 0
  展示出展収入 2,000,000 2,400,000 -400,000 管理費支出 11,050,592 10,147,319 903,273
  補助金収入 500,000 490,000 10,000 　給料手当支出 4,850,000 4,160,059 689,941
  交流会収入 470,000 349,000 121,000 　法定福利費支出 15,000 189 14,811
　その他雑収入 0 57,800 -57,800 　通信運搬費支出 200,000 272,249 -72,249
　寄付金収入 300,000 193,000 107,000 　税理士報酬 550,000 551,448 -1,448
　寄付金 300,000 193,000 107,000 学生会員会費収入 　理事会　会議費支出 438,360 269,119 169,241
　雑収入 40,300 510,208 -469,908 　理事会　旅費交通費 723,000 586,820 136,180
　受取利息収入 300 248 52 　総会　　会議費支出 440,000 488,296 -48,296
　17WCEE広報資材JNTO負担金 0 471,960 -471,960 日本政府観光局印刷費負担分 　総会　　印刷製本費支出 100,000 77,328 22,672
　その他雑収入 40,000 38,000 2,000 　選挙管理費支出 315,000 260,264 54,736
事業活動収入計 33,022,300 31,865,803 1,156,497 　役員推薦委支出 60,000 62,220 -2,220

  リース料 150,000 347,328 -197,328
　消耗品費支出 578,000 410,610 167,390

２．事業活動支出 　賃借料支出 1,950,000 1,923,673 26,327
事業費支出 23,199,708 21,153,727 2,045,981 　租税公課支出 98,232 141,460 -43,228
　論文事業費支出 2,302,693 2,163,634 139,059 　会員関連費支出 283,000 304,586 -21,586
　雑給支出 1,080,000 1,082,592 -2,592 　雑支出 300,000 291,670 8,330
　会議費支出 16,660 15,660 1,000 事業活動支出計 34,250,300 31,301,046 2,949,254
　旅費交通費支出 202,000 104,492 97,508 事業活動収支差額 -1,228,000 564,757 -1,792,757
　委託費支出 1,004,033 960,890 43,143  
　会誌事業費支出 3,678,800 3,148,710 530,090 Ⅱ投資活動収支の部
　会議費支出 91,200 14,040 77,160 １．投資活動収入
　旅費交通費支出 271,600 221,944 49,656 　特定資産取崩収入 2,400,000 2,000,000 400,000
　通信運搬費支出 474,000 733,464 -259,464 　地震災害調査積立金取崩収入 0 0 0
　印刷製本費支出 1,230,000 1,101,600 128,400 　特別事業積立金取崩収入 2,400,000 2,000,000 400,000 17WCEE事業に充当
　原稿執筆料支出 250,000 200,270 49,730 　JEESｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ積立金取崩収入 0 0 0
　委託費支出 1,362,000 877,392 484,608 投資活動収入計 2,400,000 2,000,000 400,000
　国際交流事業費支出 2,790,540 2,453,135 337,405 ２．投資活動支出
　会議費支出 40,540 0 40,540 　特定資産取得支出 1,172,000 950,000 222,000
　Web英文化 50,000 0 50,000 　地震災害調査積立金取得支出 0 0 0
　IAEE支援支出 300,000 300,000 0 　特別事業積立金取得支出 0 0 0
　17WCEE関連支出 2,400,000 2,153,135 246,865 　JEESｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ積立金取得支出 1,172,000 950,000 222,000 15JEES剰余金の積立
　調査研究事業費支出 1,739,020 1,061,174 677,846 　固定資産取得支出 0 0 0
　会議費支出 373,200 283,392 89,808 投資活動支出計 1,172,000 950,000 222,000
　旅費交通費支出 456,000 557,212 -101,212 投資活動収支差額 1,228,000 1,050,000 178,000
　印刷製本費支出 710,000 112,756 597,244
　会場使用料支出 80,000 86,616 -6,616 Ⅲ財務活動収支の部
　講師謝金 100,000 0 100,000 　１．財務活動収入
　雑支出 0 20,270 -20,270 　　債務免除益 0 1,058,940 -1,058,940
　地震災害対応委員会 19,820 928 18,892 　　財務活動収入計 0 1,058,940 -1,058,940
　表彰関係事業費支出 311,540 159,563 151,977 　２．財務活動支出
　会議費支出 60,540 65,400 -4,860 　　財務活動支出計 0 0 0
　印刷製本費支出 251,000 94,163 156,837 財務活動収支差額 0 1,058,940 -1,058,940
　企画事業費支出 444,115 669,836 -225,721
　会議費支出 50,000 100,242 -50,242 Ⅳ予備費支出
　旅費交通費支出 95,000 194,688 -99,688     予備費 0 0 0
　印刷製本費支出 54,000 172,098 -118,098
　講師謝金支出 50,115 133,640 -83,525 当期収支差額 0 2,673,697 -2,673,697
　雑支出 40,000 31,716 8,284 前期繰越収支差額 10,850,897 10,850,897
　他団体共催事業費 155,000 37,452 117,548 防災学術連携体会費等 次期繰越収支差額 10,850,897 13,524,594 -2,673,697

複合機リース債務免除益(2018年
10月機種変更に伴う会計処理)

平成30年度公益社団法人日本地震工学会 収支決算(案)
　

Ⅰ事業活動収支の部
１．事業活動収入

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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第３号議案 令和元年度 理事及び監事の選任 

公益社団法人日本地震工学会定款第 5章第 21条に基づき、令和元年度新任理事及び監事に

ついて、本総会にて選任をお諮りします。 

                                  （敬称略・順不同） 

理事 中埜 良昭（東京大学生産技術研究所） 

理事 山田 哲 （東京工業大学科学技術創成研究院） 

理事 秋山 充良（早稲田大学創造理工学部） 

理事 徳光 亮一（大成建設技術センター） 

理事 小檜山 雅之（慶應義塾大学理工学部） 

理事 清田 隆（東京大学生産技術研究所） 

理事 丸山 喜久（千葉大学大学院工学研究院） 

理事 松岡 太一（明治大学理工学部） 

理事 永野 正行（東京理科大学理工学部） 

監事 久田 嘉章（工学院大学建築学部） 

監事 三輪 滋（飛島建設） 

（2019年 5月 24日から定款の定めによる任期満了日まで） 

なお、社員総会にてご承認いただけましたら、令和元年度理事・監事の理事会構成は以下

のとおりとなります。 

 

令和元年度理事会構成 

 留任理事  新任理事 

理事 鳥井 信吾（日建設計） 理事 中埜 良昭（東京大学） 

理事 中村 洋光（防災科学技術研究所） 理事 山田 哲 （東京工業大学） 

理事 入江さやか（日本放送協会） 理事 秋山 充良（早稲田大学） 

理事 宮腰 淳一（清水建設） 理事 徳光 亮一（大成建設） 

理事 五十嵐 晃（京都大学） 理事 小檜山 雅之（慶應義塾大学） 

理事 久保 智弘（山梨県富士山科学研究所） 理事 清田 隆（東京大学） 

理事 山本 雅史（竹中工務店） 理事 丸山 喜久（千葉大学） 

理事 目黒 公郎（東京大学） 理事 松岡 太一（明治大学） 

  理事 永野 正行（東京理科大学） 

  監事 久田 嘉章（工学院大学） 

  監事 三輪 滋（飛島建設） 

任期：留任理事   ：（2018 年 5 月 25 日～2020 年 5 月の総会終了時まで） 

任期：新任理事・監事：（2019 年 5 月 24 日～2021 年 5 月の総会終了時まで） 
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第４号議案 令和元年度 選挙管理委員会委員の選任 

 

公益社団法人日本地震工学会選挙規程第 9 条に基づき、令和元年度の選挙管理委員会の委員とし

て、下記の４名を指名したので、本総会にて選任をお諮りします。 

 

 

正会員 山本 雅史（株式会社竹中工務店）（再任）任期：2019 年 6 月～2021 年 5 月 

正会員 大島 光貴（清水建設株式会社）（再任）      〃 

正会員 樋口 俊一（株式会社大林組）（新任）       〃 

正会員 山本 優 （大成建設株式会社）（新任）      〃 
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第５号議案 令和元年度 役員候補推薦委員会委員の選任 

 

公益社団法人日本地震工学会選挙規程第 5 条に基づき、令和元年度の役員候補推薦委員会の委員

として、下記の１０名を指名したので、本総会にて選任をお諮りします。 

 

 

正会員 金子 美香（清水建設株式会社） 

正会員 高田 毅士（東京大学） 

正会員 塚本 良道（東京理科大学） 

正会員 富田 孝史（名古屋大学） 

正会員 原田 健二（株式会社不動テトラ） 

正会員 境 茂樹（株式会社安藤ハザマ） 

正会員 副島 紀代（株式会社大林組） 

正会員 中村いずみ（防災科学技術研究所） 

正会員 藤本 滋（神奈川大学） 

正会員 松岡 昌志（東京工業大学） 
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第６号議案 名誉会員の推挙 

 

公益社団法人日本地震工学会定款第 3 章第 5 条に定める名誉会員の称号をおくる候補者として以

下の方々を推挙することを、公益社団法人日本地震工学会第 38回理事会（2019年 3月 15日）に

おいて決議いたしました。本総会にて議決をお諮りします。 

 

 

 渡辺 孝英 氏 

 井上 範夫 氏 

 笹谷 努  氏 

 坂本 功  氏 

 髙田 至郎 氏 

以上、5 名 
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